
様式第１号（第５条関係） 

 

マイホーム取得助成事業補助金交付申請書兼実績報告書 

 

年  月  日 

  大町市長 殿 

住  所    

申請者 氏  名（自署）  

電話番号    

 

大町市に定住するため、大町市マイホーム取得助成事業補助金の交付を受けた

いので、大町市マイホーム取得助成事業補助金交付要綱第５条の規定により、関

係書類を添えて申請します。 
 

対象住宅の

所在地 

 

補助 

の種類 

基 

本 

新築、購入の別 基本補助20万円 
□新築 

□購入 

加 
 

算 

市内建設業者、市外建設業者の別 

（新築の場合） 
□市内(5万円)  □市外 

５０歳未満に該当するか  □する(5万円)  □しない 

加算の対象となる子どもがいるか 

（母子健康手帳等で出生予定であることが

確認できる者を含む） 

 □いる(5万円)  □いない 

三世代同居又は近居に該当するか 

（加算の対象となる子どもがいる場合） 
 □する(1万円)  □しない 

ケーブルテレビに加入したか 

□した      □しない 

引込工事負担金相当額 

          円 

     (※上限4万円) 

居住誘導区域内の新築又は購入に 

該当するか 
□する(5万円)  □しない 

①補助の額                 円 

②住宅取得価格と土地取得価格の合算額 

※住宅取得価格のみでもよい。 
                円 

補助金申請額 

※①と②を比較し、低い方を記入する。 
                円 



確 認 及 び 誓 約 

 

１ 本補助金の補助金の交付を受けた日から５年以上継続して補助対

象住宅に定住します。 

 

２ 売買による取得の場合は、２親等以内の親族からの購入ではあり

ません。 

 

３ 大町市マイホーム取得助成事業補助金交付要綱第９条の規定に該

当したときは、同要綱第９条の規定により、責任をもって補助金

を返還します。 

 

４ 上記確約内容及び交付要件の審査のため、住民登録、市税の納付

状況について、市が公簿等により確認することに同意します。 

 

 

申請者氏名（自署）                       

 

 

 

添 付 書 類 

 

□ 申請者の世帯全員の住民票（世帯主との続柄の記載及び本籍地又

は在留資格記載のもの） 

 

□ 建物の不動産登記事項証明書原本 

 

□ 工事請負契約書又は売買契約書の写し 

 

【三世代同居又は近居の場合】 

□ 申請者又は配偶者の親の世帯全員の住民票 

 

【三世代同居又は近居の場合】 

□ 申請者又は配偶者と親の親子関係を証明できる戸籍全部事項証明

書等 

 

【転入の場合】 

□ 転入前市区町村の世帯員全員の納税証明書等の市税を滞納してい

ないことが分かる書類（所得証明書等ではありません） 

 

【ケーブルテレビに加入した場合】 

□ ケーブルテレビ放送事業「加入決定通知書」の写しと「引込工事

負担金の領収書」の写し 

 

【補助金申請額が住宅取得価格になる場合】 

□ 住宅取得代金と土地取得代金の支払領収書の写し 

 

【子どもが出生予定である者のみの場合】 

□ 出生予定であることが確認できる母子健康手帳の写し等 

 

□ その他市長が必要と認める書類 

 


